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結合生産商品の労働価値規定
一不等労働量交換分析の一環として一
?? ? 豊
1　課題の設定
　単一の生産過程から同時に産出される複数種類の商品の労働価値をいかに
規定すべきかという問題は，いわゆる結合生産のケースとしてしばしば議論
の対象とされてきた。筆者はかつて，大島雄一の示唆した「均等配分ルー
ル」を拡張することによって問題の解決を試みたが，現時点から振り返ると
その試みにはいくつかの不備が認められる（1）。そこで本稿では，不備の原因
となった議論の諸前提の不明確さをつぎの2点を中心に解消したうえで，旧
稿で主張した内容の更新と発展をはかりたい。
　第1は，労働価値概念自体の明確化である。現在の筆者は，商品の社会的
平均支配労働を投下労働から乖離させる価格で商品が実現される関係を「不
等労働量交換」とよび，労働価値を「市場経済一般のレベルで諸商品の投下
（1）拙稿「結合生産物の価値規定をめぐって一「均等配分ルール」による問題解決の可
　能性一」（『経済理論学会年報』第27集，1990年）。そこでは，労働価値体系が不等労働
　量交換を含んだ支配労働の体系であるという認識に到達しておらず，労働価値体系を
　基本的には投下労働の体系と考えていた。そのことの反映として，結合生産商品に固有
　な不等労働量交換の契機を労働価値のレベルで把握することができなかった。
　　なお，本稿では積極的な理論展開を主眼としているので，当該問題にかんする既存の
　諸説にかんしては，旧稿で行った整理を参照されたい。
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労働から法則的・構造的に乖離する社会的平均支配労働を，再生産の視角か
ら純化して記述するための概念」と定義している（2＞。したがって，結合生産
のケースにおける労働価値規定も，こうした労働価値概念の適用ないしは具
体化として考えてゆく。ただし，本稿では，議論の単純化のために，諸商品
の歴史的な投下労働から多かれ少なかれ乖離した再生産労働の体系を起点と
して，そこから結合生産商品の労働価値がどのように乖離しているのかを，
おもな考察の対象としたい。
　第2は，労働価値概念を支える諸関係の明確化である。不等労働：量交換
は，商品の生産条件と実現条件が労働過程論の視角から関連づけられたとこ
ろに見出される，諸労働の社会的編成の特殊な態様にほかならない。した
がって，不等労働量交換をベースとした労働価値概念には，市場経済一般の
レベルで法則的・構造的に成立する商品の生産条件と実現条件の関連を労働
過程論の視角から捉えると同時に，そのことをつうじて市場経済の特殊な類
型や局面でのみ発生する不等労働量交換の諸要因を析出する1基準として機
能することが期待されることになる。結合生産商品の労働価値規定にあたっ
ては，結合生産商品にかんする生産条件と実現条件の関連が非結合生産商品
の場合と異なるのか否か，異なるとすればいかなる点で異なるのかを，市場
経済一般のレベルで明らかにすることが必要である。
　以上の点を裏返せば，結合生産商品の労働価値規定は，筆者の構想する労
働価値理論全体を鍛えるうえで恰好の場ともなりうる。
（2）拙稿「マルクス派経済学の価格理論一不等労働量交換の重層的展開一」（『岡山大
　学経済学会雑誌』第26巻第3・4号，1995年3月）を参照。なお，ここでいう支配労働
　は，労働市場で購買可能な生きた労働ではなく，一般の生産物市場で販売される諸商品
　の投下労働を購買側から捉えた概念である点に注意されたい。
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II　労働価値の概念
　結合生産商品の労働価値規定の考察に先立って，労働価値を「市場経済一
般のレベルで諸商品の投下労働から法則的・構造的に乖離する社会的平均支
配労働を，再生産の視角から純化して記述するための概念」と定義する，著
者の根拠を明らかにしておきたい。
　労働価値の概念は，それが古典派経済学によって採用された当初から二重
の役割を担っていたように思われる。一つは「諸国民の富」の源泉を労働に
求めることであり，一つは諸商品の市場価格の変動の中心をなす基準価格
（「自然価格」ないしは「生産価格」）を労働によって説明することである。
市場経済における富の内実は諸商品の集合であり，その大きさはそれらを購
買するたあに必要な貨幣量すなわち価格によってあらわされるのだから，か
りに諸商品の基準価格がそれらの生産に必要とされた労働量（投下労働）に
比例するとすれば，労働価値の概念が二つの役割を果たすことの間に，さし
あたって矛盾は感じられない。だが，諸商品には現実に非労働生産物が含ま
れているし，資本制的生産関係のもとで生産部門間にみられる資本の回転数
や価値構成の差異を前提とした場合には，労働生産物の基準価格と投下労働
の不比例性も論理的に明らかであった（3）。
　私見では，こうした基準価格と投下労働の不比例性のもとで敢えて労働価
値概念を用いる分析の命脈を保つためには，二つの着想が必要であった。労
働による富の源泉説明を絶対視せずに，特定の分析視角によって選択された
現実の1面の記述だと考えること，労働による価格水準分析を，等量交換へ
の収束ではなく不等量交換の重層として展開することである。これらの着想
は，必ずしもすべての研究者によって自覚的に取り入れられてきたとはいえ
（3）非労働生産物の存在は，ゼロの投下労働にたいする正の価格の関係として，基準価格
　と投下労働が不比例な場合に含まれる。
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ないが，たとえば諸商品の価値実体を人間の労働に求めようとすれば，まず
もって諸商品の分配・消費にではなく生産に注目することを宣言したうえ
で，無数にある生産要素の中から労働のみを価値形成の唯一の実体として特
定しなければならない。これは，いわゆる史的唯物論の基礎上で，生産を人
間が労働手段を媒介として労働対象に働きかける過程として構造化する認識
があって，はじめて可能になることである（労働過程論の視角）。また，投下
労働に比例しない価格水準を労働によって説明する試みは，価格水準のあら
わす諸商品の支配労働がそれらの投下労働からいかなる諸要因で乖離してい
るのかを解明しえた場合に，はじめて成功を収めることができる（不等労働
量交換の分析）。
　このような着想にもとづいて労働価値の概念を活用しようとすれば，つぎ
に問題となるのは，それが，投下労働と支配労働の不一致として捉えられる
不等労働量交換の総過程のなかでいかなる位置を占めるのかということであ
ろう。総不等労働量交換の起点と終点が個々の商品の歴史的な投下労働と市
場価格支配労働であることは，いうまでもない。しかしながら，労働価値の
概念をたんにこのいずれかの同義語として用いるとすれば，その分析的意義
はあまりにも小さい。労働価値は，投下労働と市場価格支配労働の中間段階
で用いられてこそ独自の有用性を発揮しうるのである。筆者は，この概念を
概略つぎのような諸乖離の重層のなかで位置づけたい。
①投下労働からの再生産労働の乖離。ただし，投下労働は当該商品の生産に
　歴史的・個別的に必要とされた労働であり，再生産労働は現存の生産条件
　のもとで当該商品を生産するために個別的に必要とされる労働をあらわ
　す。再生産労働は，投下労働から乖離するが，投下労働概念の一種として
　扱う。投下労働と再生産労働はどちらも，労働の熟練度・強度・複雑度お
　よび客体的生産条件のいずれかに違いがあれば，商品の使用価値が同一
　（同種商品）であっても異なる。
②再生産労働からの社会的平均再生産労働の乖離。ただし，社会的平均再生
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　産労働は，同種商品の再生産労働の市場シェアによる加重平均として与え
　られ，市場における「一物一価」法則を反映する。
③労働価値からの生産価格価値の乖離。ただし，生産価格価値は，各生産部
　門の平均利潤率を均等にする価格がもつ支配労働価値をあらわす。
④生産価格価値からの市場価格支配労働の乖離。ただし，この乖離には便宜
　的に，市場価格の循環的変動・独占をはじめとする①～③以外の諸要因の
　作用がすべて含まれる。
ここでは，歴史的・個別的に決定される投下労働以外のすべての概念が何ら
かの意味での支配労働をあらわすこと，かつ列挙された順で歴史的特殊性の
度を強めてゆくことが重要である。
　このような総不等労働量：交換の諸段階を踏まえて，研究史の中で蓄積され
た労働価値概念の分析的意義を最大限に継Pt　・発展させるためには，これを
②段階までの不等労働量交換を表現する支配労働概念として規定することが
最良であろう。ただし，この段階の不等労働量交換の本質的特徴は，市場経
済一般のレベルで法則的・構造的に生ずる支配労働の再生産労働からの乖離
という点にあるので，再生産労働の社会的平均自体にあるのではない。しtc
がって，分析の具体化にともない，再生産労働の社会的平均以外に，市場経
済一般のレベルで法則的・構造的な支配労働の再生産労働からの乖離をもた
らす要因が見出された場合には，これを労働価値概念の修正ないし具体化と
して積極的に取り込んでゆくことが望ましい。
皿　結合生産商品の再生産労働
　労働価値を，「市場経済一般のレベルで諸商品の投下労働から法則的・構
造的に乖離する社会的平均支配労働を，再生産の視角から純化して記述する
ための概念」と考える筆者の立場からみれば，労働価値の決定は2段階の過
程として現れる。第1段階は，諸商品の投下労働の決定とそこからの再生産
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労働の乖離の分析であり，第2段階は，甫場経済一般のレベルで法則的・構
造的に再生産労働から乖離する社会的平均支配労働の決定である。ただし，
最：初に述べたように，本稿では，分析の実質的な起点を諸商品の歴史的投下
労働からの乖離を含んだ再生産労働の体系に定めよう。
　諸商品の再生産労働は，結合生産がまったく存在しない場合には，生産過
程の数と同数の連立方程式を構築することによって容易に求められる。すな
わち，経済全体で生産過程の数がmとすれば，各生産過程で生産される商品
1単位あたりの再生産労働v（1），…，v（m）は，連立方程式
　　　　　　v（i｝＝Σa（i＞〔」）v（」）＋Zω　i＝1，…，m　　　　　　　　（1）
　　　j・＝1
の解となる軌ただし，a（iXj）とICi）は，それぞれ生産手段と労働の投入係数を
あらわし，第j生産過程で生産される商品と労働の第i生産過程における投
入量を，第i生産過程で生産される商品1単位あたりでみたもの。
　結合生産が存在する場合には，各生産過程で生産された結合生産商品の再
生産労働がこれを構成する諸個別商品へと分割されなければならず，そのた
めの方法が問題となる⑤。また，結合生産された諸個別商品が市場において
どれだけの割合で実現されるか（実現率）は，商品の種類によって異なる可
能性があるので，それらの実現率格差がそれぞれの再生産労働に及ぼす影響
もあわせて問題としなければならない。
　これらの問題を考えるために，いま，第i生産過程の結合生産商品1単位
がψω種類の個別商品の諸数：量妬），…，わ（ゆω）を含むとしよう。ただし，そ
の並び方は市場における実現率の低い順である。個別商品の実現率η（iユ），…，
η（ゆ（i））は，結合生産商品の生産量：x（i）と個別商品の実現量：：y㈹，…，〉，（koa＞）が
（4）本稿では，個々の生産過程を区別して扱う場合には変数や係数の添字に括弧をつけ，
　使用価値の差異にのみ注目する場合には括弧をつけない。
（5）本稿では，結合生産される諸個別商品のバスケットを結合生産商品とよぶ。
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与えられれば決まる。すなわち，
77｛ii）　＝一！1，ililll；一）（i”（lj）　j＝i，　’”・　go（i）　（2）
以下では，結合生産商品1単位中の個別商品b（il＞，…，　b（iep（i））がそれぞれ（2）式
で与えられる率で実現されるものと想定する。
　さて，第i生産過程で結合生産された個別商品1単位あたりの再生産労働
をv（i1），…，　v（iψ（i））であらわそう。　v（il），…，　v（iψ（1））を決定するさいの基本的前
提は，それらが共通の生産条件のもとで一体的に生産され，かつ何らかの使
用価値を有するという事実である。ただし，ここで使用価値の有無は，分析
者によって外的に判定されたものではなく，市場において商品が実現された
か否かという諸経済主体の行動の結果をいう。それは，再生産労働やこれを
基礎とする労働価値の概念を，特定の規範に照らした現実の裁断にではな
く，特定の分析視角から選択された現実の1側面の記述に用いるためであ
る。また，市場における商品の実現・非実現そのものと，そのさいに成立す
る価格の水準とは区別して扱う。それは，再生産労働を支配労働概念ではな
く投下労働概念の一種として定義するために，その決定にさいして商品の実
現条件を考慮の外におくためである。
　V㈹，…，V（iep（i））の決定に必要なb（ill，…，　b（輸1の使用価値を確定するため
には，これらの実現率をみることが必要である。
　b（il），…，b（ig（i））が全量実現されるη（il）；…＝η（ゆ（i））＝1の場合には，問題は
もっとも純粋な状態で現れる。結合生産商品の再生産労働の個別商品への分
割は，b（il），…，b（iop（i）｝のすべてが生産条件を共有し使用価値を保有するという
事実のみを前提にして，実現条件を考慮外とすれば，商品の種類にかかわら
ず無差別・均等に行われるほかはない。これを式でかけば，
vaj）　＝＝w’li　x－ili，；一，，　j＝i・　’”・　g＞（i）　（3）
となり，個別商品1単位あたりの再生産労働は，結合生産商品の再生産労働
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をその諸商品種類に均等配分したのちに，配分された労働量を同種商品の数
量：で割ったものに等しくなる（大島雄一の「均等配分ルール」）⑥。
　b（il），…，　b（iep（i））が一律に過剰となる0くη（i1）＝…＝η（iep（i））＜1の場合には，過
剰部分に対応する「労働」が使用価値を形成しない無駄な活動とみなされ
る。しかし，実現した個別商品1単位あたりの再生産労働は，このことに
よって影響されず，実現率がすべて1の場合と同じである。
　b（il），…，b（iep（i））の実現率に格差が許容される0≦η（i1）≦…≦η（ゆ（iP≦1の場合
には，それらの再生産労働は，これまでの場合と異なる可能性がある。とい
うのは，結合生産された個別商品のなかに実現率の相対的に低い商品があれ
ば，この相対的過剰部分は，たんに使用価値でないというだけではなく，当
該商品よりも実現率の高い諸商品の生産にともなって発生した「廃棄物」と
みなされ，したがって，その生産に必要な労働は，当該商品の実現率を超え
て実現した諸商品の再生産労働に含まれなけれぽならないからである。これ
は，具体的に式でかけぽ．
　　　　v（i）　．．　1
v〈ii）　＝一m51il）一，　Xa，）
va2）　＝一i：i／i’］　×一sil／）；2）　＋一i：2／1－1））　×　（’7（i2）一’7（il＞）　XEsE／；lri’）一　i×da／2）b（i2）
V・・3）
?ﾅ｛（lii罐雲浮＋駕；望、聖
　　　　　　　　　　　　　　　　　　＋（・…一…2・）V・・×ユ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　gD〈i）　（goci）一2）　j　ne3）b（i3）
のような関係である。したがって，再生産労働の決定式は，j＝1，…，
（6）大島雄一「解説」（B，ファイン・Lハリス『西欧マルクス経済学論争一『資本論』を
　読み返す一』大島雄一監訳，大月書店，1981年）を参照。
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go（i＞およびi＝1，…，　mにかんする
r舞・÷・一1
緬一??＋欝lli≡讐）k・÷｝
　　　m　¢Ch）
　Va）　＝£　£　aaxhk）V〈hk）＋le）
　　　h＝1　k＝1
の形の連立方程式になる。なお，（4＞式と（5）式からは
　opi
、盈・・ij＞ろ・・j）V・ij）＝＝η・・…）・V・・）
なる総計一致を確認することもできる。
j．）2
（4）
（5）
（6）
（7）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　これは，直接には結合生産された諸
商品の相対的過剰部分にかかわった諸労働が，間接的には市場で実現された
他の諸商品の再生産労働の一部として含まれる関係を，結合生産商品1単位
あたりで集計的に表現するものである。
　　IV　結合生産商品の労働価値
　すでにみたように，諸商品の再生産労働は，労働の熟練度・強度・複雑度
および客体的生産条件の違いに応じて同種商品でも異なる。他方，筆者の規
定する労働価値体系は，市場経済一般のレベルで法則的・構造的に：再生産労
働から乖離する支配労働の体系であって，具体的には
①諸生産過程の規模と稼働水準が社会的需要に照応していないところがら生
　じる不等労働量交換を含まない。
②特定の市場経済においてのみ必然となる不等労働量交換を含まない。
③循環的・特殊的ないし偶発的な支配労働水準の変動や分散を含まない。
の3点を前提条件として導出されるものである。
　このような労働価値は，結合生産が存在しない場合には，商品種類別にみ
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た再生産労働の社会的平均に等しい。すなわち，（1）式で登場する諸投入係数
の添字（1），…，（m）を，それがあらわす商品（またはそれがあらわす生
産過程が生産する商品）の使用価値別の集合Φ1，…，Φ、に分類して，各生
産過程が各使用価値の生産部門で占めるシェアを
s・j）i一ﾁ）i－L……一1・…・m　　（・）
　　　　（k）∈Φi
で与えれば，諸商品の労働価値Vl，…，　V。は
　　　　　　V（」）＝ΣΣa（iXh）Vk十1（j＞　j＝1，…，　m　　　　　　　（9）
　　　k＝1（h）∈Φk
　　　ロ　Vi＝＝Σv（j＞s（」）i　　i＝1，…，　n　　　　　　　　　　　　　　　　　⑩
　　（」）EΦi
によって求められる。
　これにたいして，結合生産が存在する場合の労働価値は，再生産労働のた
んなる平均であるにとどまらない。結合生産商品にかんしては，非結合生産
商品の場合とは異なって，個別商品間の需要・供給関係の偏向が労働価値概
念と同等の抽象レベルで存在しうるので，労働価値規定そのものに固有な修
正が必要となるからである。
　労働価値概念と同等の抽象レベルでみられる需給の偏向は，結合生産され
る諸商品の技術的に規定された構成がそれらへの需要構成に一致する保証の
ないところがら発生する。これは，市場価格レベルで頻繁に生じる生産過程
自体の規模や稼働水準の過剰ないし過少とは区別されなければならない。労
働価値レベルの需給偏向は，結合生産商品にかんしてのみ発生し，発生する
とすればつねに，結合生産される諸商品のなかに需給関係が平均以上のもの
と平均以下のものが混在する状態として現れる。
　需給関係の偏向を捉えるためには，そのための基準として，偏向のない需
給関係がいかなる状態であるのかを明らかにすることが必要である。労働価
値レベルでみた結合生産ケースのそれは，「均等配分ルール」に従って求め
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られる個別商品別の再生産労働の社会的平均にほかならない。すなわち，い
ま，各生産過程で生産される個別商品をしめす一連の添字（11），…，
（lqa）），…，（ml），…，（mψ（m＞）を使用価値別に分類して集合Φレ…，
Φnをつくれば，j＝1，…，　mおよびi＝1，…，　nにかんして
〒㈹一早E÷・一1
㌔÷・素・｛1＋：撫ヂ・÷｝
　　　ロ　　　　　Σa（j）（kh）Vi十1（」）V（jh｝＝Σ
　　　i＝1　（kh）∈Φ1
　　　　ツ（1）i
∫（j）i＝　m
　　　Σッ（k）i
　　　k＝＝1
Vi＝ΣV（jh）∫（j＞i
　　くlh）∈Φ1
（1D
h12　（12
（13）
（14
（15
なる関係を満たすV1，…，　V，が，個別商品別の社会的平均再生産労働であ
る。ただし，たとえばッ（j）iは，第」生産過程における第i使用価値の商品の
生産：量をあらわす。また，⑬式右辺では，生産手段部分がそれぞれの社会的
平均再生産労働で計上されていることに注意されたい。これは，諸商品の社
会的平均再生産労働が，相：互の投入・産出関係をつうじてそれらの個別的再
生産労働から全般的に乖離した支配労働の！体系として，完結していること
を物語る。この点は，いっそう高次の不等労働量交換を含んで乖離の度を強
めた労働価値体系や生産価格体系にかんしても同様である。
　結合生産される諸個別商品の労働価値は，前提①②③のもとでも排除され
ない需給関係の偏向によって，それらの社会的平均再生産労働V1，…，V．か
ら多かれ少なかれ乖離した支配労働の体系となる。いま，この乖離率を
θ1，…，θn労働価値をv1，…，　vnとすれば，
　Vi＝θi×マi　　　i＝＝1，　…　，　n　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）
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なる関係が成り立ち，θi≠1の場合には使用価値別にみた第i商品の労働価
値の社会的平均再生産労働からの乖離が存在する。さらに，⑯式の基礎をな
す労働価値体系は，j＝1，…，　mおよびi＝1，…，　nにかんするつぎの
ような諸関係によって規定されている。
　　　　vo　．．　1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1りV（jh）　＝：一撃奄堰f奄撃決黶fi）　XsE／glneh）　Xe（jh）　h＝　！
緬÷÷・｛1＋：茎等温）k・÷
　　　ねV（j）＝ΣΣa（j）（kh）Vi＋Z（j＞
　　　i＝　1（kh）∈Φ1
　　　y（j｝i
s（j＞1＝m
　　　Σツ（k）i
　　　k・＝1
Vi＝ΣV（jh＞S（」）i
　（jh）∈Φ1
i　×0（jh）
h12
（?）
（19）
ee）
eD
ただし，θ（jl），…，θ（1ψ（1））1ま，第」生産過程における「均等配分ルール」の修
正率を個別商品ごとにみたもので，つねに非負かつ
鶏＋麹［η磯）×｛1÷：；：（η（」k毒t：二ηlk））k］一1⑳
を満たすように与えられる。すると（1り式と⑱式より，
q（j）
j？1　77〈ij）b“j）V（ij）　＝77（i．（i））V〈i）　（23）
なる総計一致が成り立つ。これは，再生産労働にかんして⑦式であらわされ
た総計一致と同様に，直接には結合生産された諸商品の相対的過剰部分にか
かわった諸労働が，間接的には市場で実現された他の諸商品の労働価値の一
部として含まれる関係を，結合生産商品1単位あたりで集計的に表現するも
のである。
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　さらに，㈱式の前提をなす⑳式から，労働価値の決定にかかわる「均等配
分ルール」の修正が，それぞれの個別商品をめぐる需給偏向の絶対水準をで
はなく，結合生産商品内の需給関係の相対的な偏向を問題にしていることが
わかる。いいかえれば，労働価値レベルで考慮される個別商品の需給偏向
は，結合生産商品内部の技術的に規定される生産構成が需要構成に一致しな
かった結果，「均等配分ルール」が純粋な形では発現しないことに起因する
ものであって，当該生産過程全体の規模や稼働水準にかかわる過剰や過少で
はない。したがってまた，労働価値の社会的平均再生産労働からの乖離は，
生産価格や市場価格の労働価値からの乖離とは明確に区別されなければなら
ないこともわかる。後者は，そもそも労働価値概念の前提条件が満たされな
いために生ずる乖離であるからである（7）。
　以上のような方法にたいしては，「均等配分ルール」の修正率θ（jl），…，
θ（jiP（j〕）がいかに決定されるのかがただちに問題とされるだろう。これは，たし
かに存在する問題だが，狭義の労働価値決定理論に内在する問題であるとは
思われない。「均等配分ルール」の修正を必要とする諸個別商品の需給の偏
向は，各商品への需要動機や代替商品・補完商品の有無といったアプリオリ
には確定不能な具体的諸要因に規定されている。そして，市場で観察される
需給状態からは，労働価値概念の前提条件が満たされていないことによるさ
まざまな影響が排除されなければならない。労働価値の決定理論において
は，結合生産商品内部の相対的な需給の状態は，諸生産部門の構成やそのも
（7）伊藤誠は，結合生産商晶の労働価値の諸個別商品への分割をそれらの市場価格比で
　行えばよいと主張している（伊藤誠「価値の実体規定の展開一結合生産，複雑労働お
　よび再生産表式をめぐって一」r経済学論集』第46巻第1号，1980年4月）。「均等配分
　ルール！の修正という筆者の立場は，基本的な発想としては伊藤のそれに近いが，筆者
　は，無数の諸要因によって投下労働から乖離している市場価格をそのまま労働価値の
　決定に介入させるわけにはいかないと考える。それでは，市場経済一般のレベルで法則
　的・構造的に発生する不等労働量交換を析出するという労働価値概念の固有の役割が
　失われてしまうからである。
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とでの投入係数等が一般に与件とされるのと同様に，一つの与件として扱わ
れるのである。
　ところで，結合生産商品の労働価値の諸個別商品への分割については，
「均等配分ルール」の修正という方向を採らない立場もありうる。一つは，
結合生産される個別商品のなかから何らかの基準で「主生産物」を選び，こ
れに結合生産商品の労働価値の全量を配分する方法であり（8），いま一つは，
労働価値理論における市場価値と個別価値の概念を援用して，結合生産商品
の労働価値を諸個別商品の市揚価値比にしたがって分割し，得られた値をそ
れぞれの商品の個別価値とする方法である（9）。
　第1の方法についていえば，技術的に規定された結合生産商品の構成が需
要構成と著しく相違する結果，特定の個別商品で構造的な生産過剰が解消さ
れずに価格がゼロとなる場合はありうる（θ㈹＝0）。だが，あらゆる結合生
産商品内でつねに価格がゼロの商品が存在するとはかぎらないし，市場経済
一般のレベルで価格が法面的・構造的にゼロとならない商品の労働価値をゼ
mにするというのであれば，そのように定義された労働価値概念の分析的意
義のほうが疑問とされなけれぼならない。
　第2の方法についていえば，これは，いっけんするとオーソドックスな労
働価値理論を踏まえた整合的な解決であるかにみえるが，結合生産のもっと
も単純なケースで労働価値の決定不能に陥る点が致命的である。すなわち，
結合生産商品を構成する諸個別商品に代替的な生産方法がまったく存在しな
いとすれば，それらの商品には個別価値とは異なる市場価値が存在しないの
で，結合生産商品の労働価値の個別商品への分割比をいかに与えればよいの
かがわからなくなってしまう（10）。
（8）松田和久r経済計算の理論』千倉書房，1986年。
（9）この方法は，Flaschel，　P．，“Actual　labor　Values　in　a　General　Model　of　Production，”
　Econometrica，　Vol．51，　No．　2（March　1983）において提示されている。ただし，
　Flaschel自身はこれを採用せず，伊藤と同様に市場価格を用いる方法を支持している。
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V　小 鷺
　本稿では，結合生産商品の労働価値規定を不等労働量交換分析の一環とし
て考察した。結合生産のケースでは，個別商品間の需給の相対的偏向が労働
価値のレベルでも発生しうるところがら，その労働価値は必ずしも社会的平
均再生産労働に一致しないというのが，得られた結論である。「均等配分
ルール」は，単独で結合生産商品の労働価値を与えるものではなかったが，
労働価値の前提となる再生産労働の決定と個別商品間の需給偏向の基準の設
定に大きな役割を演じている。
　残された課題は，本稿で提示した労働価値決定式の性質を調べること，お
よび，結合生産のケースの生産価格体系を提示して両体系の関連を探ること
である。これらについては別稿において果たしたい。
（10）さらに，Morishima，　M．，“Positive　Profits　with　Negative　Surplus　Value：A
　Cornment，”Economic　Journal，　Vol，86，　Na　343（September　l976）　Vrk，結合生産商品
　の労働価値の個別商品への分割という方法そのものを否定し，任意の商品の組の「真の
　価値」をそれを純生産するために必要な最小労働量で規定する。だが，この場合には，
　いわゆる労働価値の加法性が一般的に失われるので，投下された労働がいかなる経済
　主体にいかなる割合で支配されるのかを追跡しようとする大方のマルクス派経済学者
　の分析目的に合致するものではない。
　　なお，厳密にいえば，「結合生産商品の労働価値の個溺商品への分割」という本稿の
　表現は正確でない。直接に分割されるのは，通常はいわゆる「個別価値」段階の労働：量
　なのであって，「一物一価」法則を体現した「市場価値」とは異なる（さもなければ「市
　場価値」自体が決定されない）。真の労働価値は，いうまでもなく後者である。
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Labour-values ofJoint Products in the Analysis of
Unequal Exchange of Embodied Labour
Yutaka Wada
According to the standard version ofthe labour theory of value, labour-
value of a product is defined as the social average of the amounts of labour
embodied in the homogeneous products on the supposition that the scale
of the production is appropriate to the social demand for the products. In
case of joint products, the amount of labour directly and indirectly
necessary for their production needs to be divided among individual joint
products before calculating the average. In the labour division, the
composition of demands for heterogeneous joint products must be
considered because it will be different from the composition of the
products which is fundamentally determined by the technical relations of
production.
The labour division among joint products, therefore; is understandable
through two logical phases. First, without any consideration for the gap
between demand and production peculiar to joint products, the amount of
labour necessary for production is divided equally among categories of
homogeneous joint products. Second, the division of necessary labour is
modified by the consideration for the gap. The labour divided into unsold
products is divided again among other joint products sold in higher
proportions to production because the former are the useless by-products
of the latter. The amount oflabour commanded by each joint product may
be further deviated from the average of its embodied labour after the
modification. Labour-values of joint products should include the part of
deviations which reflects the reduction of the gap at the markets.
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